
［家庭福祉課関連資料］  
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資料1  

都道府県別 里親の登録世帯数及び受託世帯数等  
廿 ー戸F  

里親  （再掲）  

親族里親  養子縁組前提里親  養育里親  みなし養育里親  専門里親  

登録数  受託数  登録数  受託数  登録数  受託数  登録数  受託数  登録数  受託致  登録数  包託数   
北海道 主目  464  192  8  8   2   315  180  139   

3   

40   
3  13   

5   

2   森  36  2   58   29   39   2   15   
5   5   

9   

3   36  36   12   67   19   49  
27   3   3   

5  4   
4   85  9  45   23   20  

4   4   18   
3  

5   22  9   12   9   69  
2   

3   2   

6   80   2   4  48  9  26  6   

7   35   26  13  97   32   50  2   2   

8   60   86   57   58  
18   

5   

9   79  18   5  107   61   58   
3   3   10  40  9  104   37   12  3  

叩   3   3   137   3   237   94   109  
13   

18   
12   13   84   4   153  103   60  15   
口   

2   2  14  神奈川県  97  168   66   
17   

5   

、】臼   55  60   3   3   5  

10   
4   

16  富山県   72  17   2   31   7   19  
3   3   

4  

17  至川県   32   9   13   7   7  2  

18  福井県  56   4   4   19  9   7   24  3   

栗l  

7   7   20  長野県  179   36  33   7   61   22   78  
3   

6   2   

21  岐阜県  116   34  3   38   6   48   25   19  8   

8   8   22  静岡県  199   72  115   63   73  3  2   
23  愛知県  237   75   4  2  156   73   48  19   

18   
8   

24  三重県  155   55  18   14  3  94   31   29  
38   8   8   

3   

25  滋賀県   89  5   84   34   35  
5   26  京都府   49   5   8  22   6   14  

27  大阪府  145   45   15   15   39   8   75   19   叩  
72   

4   

2   2   

3   

28  兵  211  9   3   119   67   81    18  
6   

8   

29  奈良県  103  27  6  18  5  37  16  42  
23   

2  

2   

2   

30  和歌山県  51  2  51   21  
26   

8  

5   

2  

31  鳥取県   63  5   8   4   50   17  
31   4   

9   4   
32  58  4   6  43   22   18  

14   
7  3   

33  岡山県   61  21   13   41  6  

34  広島県  104  29   4   3   4  74   30   27  12  
35  山口県  133   32   9   9   3  133   23  

21   
20   

6   

7   

36  徳島県   40  6   4   2   19   13   7  

18   4   37  香川県   40  4   7   28   13   2  3   

13  2   38  愛媛県  50  2  10  27  
39  高知県   34   7  2  15   7   17  
40  福岡県  115   49   15   15   6   62   33   33  

10   
6  

41  佐賀県   39  3   3   16  3  20   7   5  

42  長崎県   61   16   4   4   18   3   27   16   12  5   

37   
3   

43  89  57   35   32   2   14   
52   

4   

44  大分県   95  21 1 2 1 75 48   17   12   
4   

2   

45  宮崎県  118   44  4   4  81   40   33  
24   

9   4   

46  鹿児島県  67  39  38   24   18    17   
5   

4   

47  沖縄県  134   76  5   2  81   65   46   6   19   5   

48  札幌市  128   71   15   2   92   59   20  5   

49  仙台市   49   16   12   2   27   13   9  6  

50  さいたま市  63   20  43   19   8  匂  9   
21   51  千葉市   37  2   2   2  33   16  6   

6   

3   

52  横浜市  109   55  6   24   5   69   44   9  

53  川崎市   98   81   6   6  88   44  10   
22   

3   

54  新潟市  50  切  口  17  26   19   16  

55  静岡市   81   33   2   2  51   33   28  5   

24   
5   

56  名古屋市  85  3   3   30   6   39   13   22   2   

57  浜松市   44   15  6   2   31   13   3  2   

18   
2   

58  京都市   56  6   6   10   2   21   10   19  5   

51   29   
2   

59  大阪市   88  
21   9   60  堺市  4   

61  神戸市   29   13   2   

62  岡山市   30   
10  

3   

63  広島市   28  
64  北九州市  51   21   4   

42   3   65  福岡市   79  
8   

2   

66  横須賀市  17  

67  金沢市   15   4   3   

計   9  8  8  46  34  5    2  口            4  2  2  10  3  5                  2  4  山  23  10      5          岨  q  口      13  9  16    10                3    28  10                    4  13  6  44  皿  口    6              3  2    54  39  20    7            山  q      15  6  山  n              巾  n  5    4  3  5    4  

（平成21年10月1日現在：家庭福祉課調べ）  
※ 再掲部分重複計上あり  

※み叫弾 ‥前年度から受託しているが、里親種別を未決定の里親   
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資料 2  

小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）の実施状況  

都道府県市名   H21年度   H22年度予定   

口  北  海  道   8   4   

2  青  森  県   2  

3  岩  手  県  

4  宮  城  県   2  

5  秋  田  県  

6  山  形  県   2  

了  福  島  県  
8  茨  城  県  4   

9  栃  木  県  
10  群  馬  県   4  

ロ  埼  玉  県  

12  千  葉  県   2   

13  東  京  都   9   3   

14  神  奈  川  県  

15  新  潟  県   

16  富  山  県  

17  石  川  県  
18  福  井  県  

19  山  梨  県  7   

20  長  野  県  

21  岐  阜  県  

22  静  岡  県   2  

23  愛  知  県  
24 f 重  県  

25  滋  賀  県   2   2   

26  京  都  府  
27  大  阪  府   

28  兵  庫  県  
29  奈  良  県  

30  和  歌  山  県  

31  鳥  取  県  

32  島  根  県  
33  岡  山  県   

34  広  島  県   
35  山  口  県   

36  徳  島  県  

37  香  川  県  
38  ー＝；  ＝ 駁  

39  高  知  県  

40  1 箭       二    2   
41  佐  賀  県  
42  長  崎  県  

43  熊  本  県  

44  大  分  県   2   

45  宮  崎  県  

46  鹿  児  島  県  
47  沖  縄  県   3   3   

4ti  札  幌  市  4   

49  仙  市  
50  さ い た ま 市  

51  千  葉  市  

52  横  浜  市   ’3   7   

53  川  崎  市  4   

54  新  潟  市  
55  静  岡  市  

5＄  浜  松  市  
5了  名  古  屋  市  

58  京  都  市  

59  大  阪  市   3   2   

60  堺  市  

61  神  戸  市  

62  岡  山  市  

63  広  島  市  
84  北  九  州  市   2   2   

65  福  岡  市   2   2   

66  横  須  箕  市  
67  金  沢  市  

合計  1  53  65   

資料：家庭福祉課調べ（H22．2．1）  



資料 3  

平成22年度 里親支援機関の設置予定状況  

資料：家庭福祉課調べ（H22．2．り  

－12ト   
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資料 4  

自立援助ホームの設置状況  

都道府県市名  H20年度   H21年度新規  H22年度新規予定   

口  北 海 道   
2  青 森  県  
3  岩 手  県  
4  冨 城 県  
5  秋 田  県  
6  山 形 県  
7  福 島 県  
8  茨 城 県  2   

9  栃 木 県   
10  群 馬  県   
Ⅳ  埼 玉  県   3  

12  千 葉 県   3   

13  東 京 都   18  
14  神 奈 川 県   2  

15  新 潟 県  
16  冨 山 県  
17  石 川  県  
18  福 井 県  
19  山 梨 県  
20  長 野 県   
21  岐 阜  県  
22  静 岡 県   
23  愛 知  県  
24  三 重  県  
25  滋 賀 県   
26  京 都  府  
27  大 阪 府   
28  兵 庫 県  
29  奈 良  県  
30  和 歌 山 県   

31  鳥 取  県   3  

32  島 根  県   

33  岡 山 県  
34  広 島 県  
35  山  口  県   

36  徳 島  県  
37  香 川  県  
38  愛 媛 県  
39  高  知  県   

40  福 岡 県  
41  佐 賀  県  
42  長 崎  県  

43  熊 本 県   
45  宮 崎  県  
46  鹿 児 島 県  
47  沖 縄 県   
48  札 幌 市  2   

49  仙 台 市   
50  さいたま市   

51  千 葉 市   
52  横 浜 市   2  

53  川 崎 市  
54  新 潟 市  
55  静 岡 市  
56  浜 松 市  
57  名 古 屋 市   

58  京 都 市   
59  大  阪 市   2  

60  堺  市  
61  神  戸 市  
62  岡 山 市  
63  広 島 市  
64  北 九 州 市   

65  福 岡 市   
66  横 須 賀 市  
五  択  市  

古書†   54  5  17   

資料：家庭福祉課調べ（H22．2．り   

し
r
 

く
 
」
 
ヽ
－
－
◆
 
 

～
い
ト
ト
h
け
曳
」
廿
 
 

ノ
止
っ
’
吾
 
 

※「H21年度新規」は予定を含む。  ，
¶
 
ヰ
㌧
 
人
・
t
 
 
 

－122一  



資料5  
小規模化の実施率の状況（都道府県市別）  

＊1：各施設の施設数は福祉行政報告例（平成21年3月31日現在）  
＊2：児童自立支援施設については、国立の2施設を除く。  

－123－   



資料 6  

児童福祉施設基幹的職員研修の実施状況  

都道府県市名   H21年度   H22年度予定   

【  北  海  道   ○  

県  

3  岩  

2  青  

手  
森  

県   ○   ○   

4  宮  城  県  
5  秋  田  県  
6  山  形  県  ○   

7  福  島  県   ○  
8  茨  城  県  ○   

県   ○   ○   

10  群  

9  栃  木  

馬  県   ○   ○   

q  埼  玉  県   ○  

12  干  葉  県  ○   

13  東  京  都   ○   （⊃   

14  神  奈  川  県  ○   

15  新  潟  県  
16  富  山  県  ○   

1了  石  川  県   ○  
18  福  井  県  ○   

19  山  梨  県  

20  長  野  県   （〕   ○   

21  岐  阜  県   ○   ○   

22  静  岡  県   ○  
23  愛  知  県  ○   
24 f 圭  県  
25  滋  賀  県   ○   ○   

26  京  都  府   ○   ○   
27  大  阪  府   ○   ○   

28  兵  庫  県  
29  奈  良  県   ○  
30  和  歌  山  県   ○   ○   

31  鳥  取  県   ○   ○   

32  島  根  県   ○   ○   

33  岡  山  県   ○   ○   
34  広  島  県   ○   ○   
35  山  口  県   ○   ○   
36  徳  島  県   ○  
37  香  川  県   ○  

38  愛  嬢  県  ○   

39  高  知  県   ○   ○   
40  福  岡  県  ○   

41  佐  賀  県   ○  

42  長  崎  県  
43  熊  本  県  
44  大  分  県  ○   
45  宮  崎  県  ○   

46  鹿  児  島  県  
47  沖  縄  県  ○   
48  札  幌  市  ○   

49  仙  市  ○   
50  さ い た ま 市  

51  千  葉  市  ○   
52  横  浜  市  （⊃   

53  川  崎  市  ○   
54  新  潟  市  
55  静  岡  市  ○   

56  浜  松  市   ○  

57  名  古  屋  市  

58  京  都  市  ○   

59  大  阪  市  ○   

60  堺  市   ○   ○   

61  神  戸  市  ○   

62  岡  山  市   ○   ○   

63  広  島  市   ○   ○   
64  北  九  州  市  ○   
65  福  岡  市  

68  横  須  賀  市  
67  金  沢  市   ○   ○   

合計  30  42   

資料：家庭福祉課調べ（H22．2．1）   
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児童家庭支援センターの設置状況  資料 7   

都道府県市名  H20年度   H21年度新規  H22年度新規予定   

口  北 海 道   8  

2  青 森 県   
3  岩 手 県   
4  宮 城 県   
5  秋 田  県  
6  山 形 県   2  

了  福 島 県  
8  茨 城 県   2  

9  栃 木 県  
10  群 馬 県   2  

四  埼 玉 県   3  

12  千 葉 県   2  

13  東 京 都  
14  神 奈 川 県  

15  新 潟 県  

16  富 山 県  
17  石 川  県   2  

18  福 井 県   4  

19  山 梨 県   
20  長 野 県  
21  岐 阜 県   3  

22  静 岡 県   
23  愛 知 県  
24  三 重 県   

25  滋 賀 県   
26  京 都 府   
27  大 阪 府   
28  兵 庫 県   2   3  

29  奈 良 県   2  

30  和 歌 山 県  

31  鳥 取 県   
32  島 根 県  
33  岡 山  県  
34  広 島 県  
35  山 口 県   4  

36  徳 島 県   

37  香 川 県   
38  愛 媛 県   
39  高 知 県   3  

40  福 岡 県   
41  佐 賀 県  
42  長 崎 県   
43  熊 本 県   
44  大 分 県   2  

45  宮 崎 県  
46  鹿 児 島 県  

47  沖 縄 県   

48  札 幌 市   
49  仙 台 市  
50  さいたま市  

51  千 葉 市   3  

52  横 浜 市   

53  川 崎 市   
54  新 潟 市  

55  静 岡 市  
56  浜 松 市  

57  名 古 屋 市   

58  京 都 市  

59  大 阪 市   

60  堺  市   
61  神 戸 市   2  

62  岡 山 市  
63  広 島 市  
64  北 九 州 市   

65  福 岡 市  
66  横 須 賀 市  
67  金 沢 市   

計  71   6   3   

資料：家庭福祉課調べ（H22．2．り －1Z    娼   
三彩「Hク1生l誓書片手日Il士吊ま■右合計丁一  
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資料 8   

情緒障害児短期治療施設の設置状況  

都道府県市名  H20年度   H21年度新規  H22年度新規予定   

口  北 海 道   

2  青 森 県  

3  岩 手 県   

4  宮 城 県  

5  秋 田 県  
6  山 形 県  

7  福 島 県  

8  茨 城 県   
9  栃 木 県  
10  群 馬 県   

Ⅶ  埼 玉 県   

12  千 葉 県  
13  東 京 都  

14  神 奈 川 県  

15  新 潟 県  

16  冨 山 県  

17  石 川 県  

18  福 井 県  
19  山 梨 県  

20  長 野 県   

21  岐 阜 県   
22  静 岡 県   
23  愛 知 県   2  

24  三 重 県  

25  滋 賀 県   
26  京 都 府   
27  大 阪 府   3  

28  兵 庫 県   
29  奈 良 県  
30  和 歌 山 県  

31  鳥 取 県   

32  島 根 県  
33  岡 山 県   

34  広 島 県  
35  山  口  県   

36  徳 島 県  
37  香 川 県   

38  愛 媛 県  
39  高 知 県   
40  福 岡 県   

41  佐 賀 県  
42  長 崎 県   
43  熊 本 県   

44  大 分 県  

45  宮 崎 県  

46  鹿 児 島 県   

47  沖 縄 県  

48  札 幌 市  

49  仙 台 市   
50  さいたま市  

51  千 葉 市  
52  横 浜 市   

53  川 崎 市  

54  新 潟 市  

55  静 岡 市  
56  浜 松 市  

57  名 古 屋 市   

58  京 都 市   
59  大 阪 市   2  

60  堺  市  
61  神 戸 市  

62  広 島 市   

63  北 九 州 市  
64  福 岡 市  

65  横 須 賀 市  
66  金 沢 市  

合計  32   2   4   
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資料：家庭福祉課調べ（H22．2．1）  

※「H21年度新規」は予定を含む。   
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母子家庭就業■自立支援事業について  

母子家庭の母等に対し、就業相談から就業支援講習会、就業情報の提供等までの一貫した就業支援サー  
ビスや養育費相談など生活支援サービスを提供する事業。  
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母子自立支援プログラム策定事業について  

福祉事務所担当コーディネーターとしての  
参加等連携した支援の実施  

就労  

・面接相談  

・状況、課題等の把握  

・ハローワーク等の関係機関等との  

連絡調整  

1く＝コア  
生活保護受給者  

等就労支援事業  

への移行  

⊥
N
干
 
 

接の上、就労支援  
メニューを決定  プログラム  

職業準備プログラムの実施  

就労支援ナビゲーターによる就職支援  

トライアル雇用の活用  

公共職業訓練の受講あっせん  

民間の教育訓練講座の受講勧奨  

ハローワークによる一般の職業相談・  

紹介の実施  

就職準備支援コース事業  

母子家庭等就業・自立支援事業  

母子家庭自立支援給付金  

母子福祉貸付金  

保育所の優先入所  

等の活用  
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高等技能訓練の受講時における給付の充実  
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平成21年度第1次補正予算による  

安心こども基金の拡充（1，弧億円  
一道，翻意円）のうち、「ひとり親家庭  
等の支援の拡充」500億円  

※母子寡婦福祉貸付金除く  

母子寡婦福祉  

貸付金の拡充  

ひとり親家庭等  

の在宅就業支援  

知識技能の習  

得や生活に要  

する費用、子  
どもの就学に  

要する費用等  
について貸付  

けを実施  

生活が苦しし＼  

が、子育ての  
ため’、これ以  
上パートを増  

やせない 

ひとり親家庭等  

による在宅就  

業を積極的に  

支援しようとす  

る地方自治体  

に対し助成を  

行う（★）  

○軍付利率の  

引き下げ   

○貸付条件の  

緩和  
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 ★の事業については、父子家庭も対象。  



巨「明日の安・既成長のための緊急経済対策猶母弄家庭等班宅就業支援）の概要萄  

搬
萱
一
皐
 
 

坤－－ご－－二ゝ一触ゝ〔 ¶¶ぐu叫一触  †－「ナト；－－ 抽寸－－£山ゝ1チノ 
ゴ′僧・－触一惧・ゼヰ†入 、ピーー ri亡祓千？サー電【－ゝ・鴫′←▲・▲・▲、一－ゝ－一   



活用型デュアルシステム  委託訓練   

2．訓練の概要  

標準4ケ月（上限6ケ月）  
フリーターや子育て終了後の女性等の職業能力形成機会に恵まれなかった者  

ハローウークの職業相談窓口  

① 訓練期間  

② 対象者  
③ 受講申込  
④ 受講料  

⑤ 訓練内容  

無料（ただし、テキスト代等は自己負担）  
汀関係、経理事務、官製販売、医療事務、介護福祉等  
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託児サービスを付加した萎試訓練の美確  
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母子家庭の母等の職業的自立の促進  

1趣呈   

就労経験のない又は就労経験が乏しい母子家庭の母及び生活保護受給者に対して、「準備講習   

付き職業訓練」を実施し、就職を促進する。  

2 事業概要  
（1）対象者  

原則として、児童扶養手当受給者及び生活保護受給者であって「自立支援プログラム」に基づ  

き、   
福祉事務所等を通じて公共職業安定所に支援の要請があった者で、本事業を受けることが適当   

と認められる者。  

rl  

（2）準備講習付き職業訓練   

（D就職のための準備段階として、ビジネスマナー講習や自己の職業適性理解講習などを行う  

「準備講習」（4～5日程度）   

②実際の職業に必要な技能・知識を習得させることを目的とした「職業訓練」（3～6月程度）を  

セットにした「準備講習付き職業訓練」を実施。  

写 実施方凄  

国が都道府県に委託し、都道府県は民間教育訓練機関等を活用して実施。  
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4 実績  

受講者数1，789人、就職率 69．3％  

」  
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緊急人材育成・就職支差基金但盤墓  

として、  

－一一－－－－－一一一－－－一一－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－【－  

訓練期間中の生活保障  1 職業訓練、   

過 
用吸収の見込める分野（医療、介護・軌等）における基本能力から   

実践能力までを習得するための長卵‖練  

・再就職に必須の汀スキルを習得するための訓練  

軋 
る生計者に対して、訓練期間中の生活費を給付   

（単身者‥月10万円、扶養家族を有する者‥月12万円）  
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希望者には貸付を上乗せ  

（単身者＝月5万円まで、扶養家族を  有する者：月8万円まで）  

における雇用創出  2 中小企業等   ⊥
u
叫
－
 
 等において、十分な技能・経験を有しない求職者を実習型雇用   

により受け入れる中小企業等に対し助成   

（実習型雇用‥1人月10万円、雇入れ‥1人100万円）  
凰 

て、職場楓職場見学を通じて求職者を雇い入れる中小   
企業等に対し助成  （職場体験の受入‥1人10万円、雇入れ‥1人100万円）  
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長期失業者等の再就職支援  

年長鯨莞重訳票讐驚喜悪業紹介事業者に委託して、再就職支援（カウンセリング・   
再就職先の開拓－セミナーの実施等）や就職後の定着支援を実施  

いて、民間職業紹介事業者に委託して、   
再就職支援（カウンセリング・セミナーの実施等）と住居・生活支援（住居の提供、生活・就職活動費  

砧
輩
一
¢
 
 
 

の支給）を併せて実施  

研修・技能実習生への帰国支援を実施   ※1～3のほか、帰国を希望する日系人、  
＿＿l  



基金訓  

1職業横断的スキル習得訓練コース（3か月）   

文書作成、表計算・図表作成、プレゼンテーション制作等の職業横断的な情報技術等  
（ITスキル等）が不十分な者を対象とした訓練。  

2 新規成長・雇用吸収分野等訓練コース   

医療、介護■福祉、IT、電気設備、農林水産業等の新規成長分筆事又は雇用吸収の見込め  
る分野、その他地域の人材ニーズがある分野で求められる基本能力習得のために、以下の  
構成により実施する訓練。  

1  

（D 基礎演習コース（6か月）  

若年者等に配慮し、（i）就職に必要な基礎力の養成と、（ii）主要な業界、業種に   
係る短期間の体験等の提供等を内容とし、実践的演習に向けたレディネス（職業準備   
性）の付与及び具体的な職業選択へ向けた動機付けを支援する。  

② 実践演習コース（3～6か月）   

新規成長分野、雇用吸収分野等における職種について、（i）座学形式、（ii）座学   
と企業実習等を組み合わせたデュアル形式、（iii）事業所における実習形式等により、   
より実践的な能力の習得を支援する。  
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基金訓練の実施イメージ  

【実践演習コースの主な実施分野と規模】  鼻鑑穿節「ス  
β～6ケ月ノ   

■ 各業界、職種で求め  
られる知識一技能の習  

得   

分野・職種   具体的な訓練コース   

情報通信、情報  
処理、コンテン   コーディネーター・システム運用・構築   

ツ等   プロモート 等   

介護■福祉   介護職員基礎研修、ホームヘルパー  
2級 等   

医療   医師事務作業補助者（医療秘書）等   

農業   造園、農業経営 等   

環境   リサイクル、第二種電気工事士 等   

地場産業、ものづくり、観光、サービス  
地域ニーズ  等の地域ニーズに対応したもの（上記  

分野を含む）  
ヽ  ヽ  



訓練Ⅰ生活支援給付のあらまし  

（1）主な要件   

①公共職業安定所長のあっ旋により、職業訓練（基金訓練または公共職業訓練）を受講していること   

②次のいずれにも該当すること   

ア雇用保険や職業転換給付金を受給できない者   

イ原貝りとして申請時点の前年の状況で世帯の主たる生計者であること   

り年収が200万円以下であり、かつ、世帯全体の年収が300万円以下であること。   

ェ世帯全員で保有する金融資産が800万円以下であること。   

オ現在住んでいる土地・建物以外に、土地・建物を所有していない者   

（2）受講者に対する給付金・貸付  

給付   貸付   

（1）単身者   10万円   上限5万円   

（2）被扶養者を有する者   12万円   上限8万円   

【月額】  

※給付t貸付を受けるには訓練の出席日数が8割以上必要  
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マザーズハローワーク事業の概要  

支援サービスの内容  

求職活動の準備が整い、かつ具体的な就職希望を有する子育て女性等に対する就職支援サービスの提供  

○働  

■ 個々の求職者の希望や状況に応じた再就職実現のための計画の策定、予約制・担当者制による職業相談・職業紹介等  
による総合的かつ一貫した支援の実施  

○傭確保等  

・仕事と子育てが両立しやすい求人情報の収集・提供や求織者の希望やニーズに適合する求人の開拓  

○頗ビスの提供  

・保育所、地域の子育て支援サービスに関する情報の提供、保育所入所の取次ぎ等  

○ 子ども連れで来所しやすい環境の撃健  

－ キッズコーナー、ベビーチェアの設置や子ども連れでも職業相談等が行える十分な相談スペースの確保  
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養育費相談支援センターについて  

※ 父子家庭も対象となる事業  

養育費相談支援センター設置の趣旨  

○夜間・休日を含め利用しやすく、簡易・迅速な養育費   
の取り決めや確保をサポートする相談機関の確保を図   

る。   

○匡＝こおいては、相談担当者の養成と各地の相談機関の   
業務支援を行う。  

実施・委託  

・・・・一←′ －■一｛－－－▼■  

薄義家庭竃櫛自適支援痘豆夕烹  

○リーフレット等による情報提供  

○養育費の取り決めや支払いの履行・強制   

執行に関する相談・調整等の支援  
○母子家庭等への講習会の開催  

困難事例  

の相談  
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○母子家庭等就業・自立支援センターの養育費  

相談員や母子自立支援員を対象とした全国   

研修会の実施（7月、9月）  

○地方公共団体の行う研修に対する研修講師の   

派遣   

（H20．4～H21．3）   

63か所（参加者約4，100人）   



母子家庭の母の自立支援関係事業の実施状況等（平成21年10月1日現在）  
都道府Ⅶ  市∵等  

自立支援  給付金専業   就業・自立支捷事業  自立支援給付金事業  

母子手盛  母子自立  

母子自立支援プログラム  
母子辛慮及び募 婦自立促進計 画   軍楽葉・ 自立支捷 センター  策定等事業   事業   業  

事業  支援セン タ一事業   

札幌市、旭川市、  札幌市、旭  北見市、糾  札幌市、旭川市、函館市、  札幌市、旭川市、函館市、  札幌市、旭川市、函館市、  札幌市、旭川市、函館市、  美唄市（1／180）            函館市、千歳市、  川市、函館  蕗市  小樽市、岩見沢市、美唄  石狩市、小ヰ市、岩見沢  石狩市、滝川市、砂川市、  赤平市、深川市、富良野            釧路市 
、登別市、  市、北見市、室蘭市、帯広  

帯広市（7／85）   市、深川市、士別市、書良  
野市、北見市、網走市、皇  
蘭市、苫小牧市、生別市、  

北海道   ◎   ◎   ⑳   ◎   ◎  伊達市、帯広市（19／35）   
分は道の事よ対象に含め  
実施）（18′85）  

（0／10）   書薙市（1／1）  （0乃）  弘前市、八戸市、むつ市  書森市、弘前市（2／10）  青森市（青森市以外の市  
（3／10）   

2  書森県   ⑳   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  
等在住者分は県の事業対  
急に含め実施）（ヰ0／40）   

盛岡市（1／13）  （県の事業  
対射こ含め  市、北上市、奥州市、一関  

北  て実施）  市、大船渡市、陸前高田  業対象に含め実施）  
海  ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  （1／1）   市、釜石市、宮古市、久慈  （†3／13）   

遭  市、こ戸市（12／13）   

東  
北  仙台市（1／18）  仙台市（l／1）  （0／12）  仙台市（仙台市以外の県  仙台市、塩毛布（2／85）  仙台市（1／35）  

プ 【コ  ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  
内市在住者分は県の事業  
対象に含め実施）く13／13）   

ツ  
ク   

大館市、にかほ市  大館市、潟上市、大仙市  

◎   ◎   
（2／13）   

◎  ◎  
秋田市、に  

5  秋良痕  
（3／25）   

かほ帯  （5／13）   

（8／lZ）   

山形市（1／13）  （0／13）  山形市、米沢市、鶴岡市、  （県の事業対象に含め実  
酒田市、寒河江市、村山  施）（35／35）   も含め県内の市等雇住着  

6  山形県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  市、天童市、東根市（8／13）   分を県の卒業対象に含め  
実施）（35／35）  

郡山市、いわき  
（0／59）   （0／59）   

市、漬賀川市  業対象に含め実施）  
く3′13）   着分は県の  （13／13）   （13／13）   

事業対象に  
丁  福島県   ◎   ◎   ◎   ○  含め実施）  

（2′2）   

鹿■市（1／32）  （0／32）  （県の事業対象に含め実  
施）（32／コ2）   施）（32／32）   施）（32／32）   施）（44／叫）   施）（44／44）  

8  茨城県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  

関  
東  宇都宮市、足利  宇都宮市  （0／13）  宇都富市，足利市、栃木  宇都宮市、栃木市、鹿沼  宇都宮市、足利市、栃木  宇都宮市（宇都宮市以外  宇都宮市（1／30）   
ブ  市、栃木市、佐野  市、佐野市、鹿沼市、日光  
【コ  市∴匿沼市、白光  市、小山市、井筒市、大日  市、小山市、真岡市、大田  ツ  市、小山市、大田  原市、矢板市、都須塩原  原市、矢板市、那須塩原（  

ロ  栃木県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   原市、さくら市、都  市、さくら市、那須鳥山市、  市、さくら市、那須鳥山市、  
◎  下封市（14／川）   下野市（14／14）   

（  
鳩
糞
N
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自立支援  
市 等  

就業・自立支援事業   自立支援給付金事業  

母子寮庖  母子自立  
母子自立支援プログラム  母子家庭等日常生活支援 ひとり親家庭生活支援事  

事業  業   母子家庭及び募   等試集・   自立支援 教育訓績 給付金享 業   
事業  セン クー事巣   

大田市、ラ召田市、  （0／36）  

みどり市（8／12）   伊勢崎市，大田市、沼田  
市、館林市、渋川市、藤間  

10  群馬県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  市、手間市、安中市、みど‘  
リ市（12／12）   リ市（12／12）   （12′12）   

い二   l  いこ  （0．′38〉  いこ  l 、り苓  いこ   l 、R  い二  I 、†丁   いこ 、胴郵有J   い二  」 、R谷  
市、熊谷市、川口  市、川口市、行田市、秩父  
市、行田市、秩父  市、所沢市、飯能市、加須  在住者分については県の  
市、所沢市、飯能  市、本庄市、東松山市、書  事業対象に含めて実施）  
市、加規市、本庄  日和市、狭山市、羽生市、  （70／70）  

市、東松山市、妖  鴻巣市、深谷市、上尾市、  
山市、羽生市、鴻  草加市、越谷市、蕨市∴戸  
巣市、深谷市、上  田市、入間市、鳩ヶ谷市、  
尾市、事加市、越  朝霞市、志木市．和光市、  

埼玉県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  ◎                                                       谷市、蕨市、入間  新座市、桶川市、久喜市、  
市、戸田市、鳩ケ  北本市、八潮市、富士見  
谷市、朝初市、和  市、三釦市、蓮田市、坂戸  
光市、新座市、久  市、幸手市、払ケ島市、日  
喜市、八潮市、富  高市、吉川市、ふじみ野市  
士見市∵坂戸市、  （40′40）   

蓮田市、幸手市、  
日高市、富川市  
（33／ヰ0）   

千 、船積市、  干 、船  田市∴甫  千 ．船橋市、柏市、市  千葉市、船橋市、 、館  千 市、船 市、 市、市  千 市、野田市、佐倉市、  千葉市、野田市（Z／56）  
松戸市、軒田市、  
四街道市、白井市  松戸市、野臼市、成田市、  
（6／〇6）   茂原市、佐倉市、旭市＼習  

志野市、市原市、流山市、  

関  ◎   ◎   ◎   ◎   ○  八千代市、我孫子市、且ケ  
谷市、君津市、浦安市、四  

東  
ブ  街道市、袖ヶ浦市、印西  

市、白井市、富里市、南房  【】  
総市、香取市、山武市  ツ  

ク  （Z8／36）   

中央区、新宿区、    豊田区、小  千代田区、中央区、港区、  千代田区、中央区、港区、  中央区、港区、新宿区、台  千代田区、中央区、港区、  三臆市、国立市（を紀の市  
世田谷区、杉並  金井市∴東  新宿区、文京区、台東区、  新宿区、文京区、台東区、  東区、墨田区、江東区、品  新宿区、文京区、台東区、  以外の市等在住者分は県  
区、八王子市、調  久留米市  墨田区、江東区、品川区、  墨田区、江東区、品川広、  川区、目黒区、世田谷区、  巨黒区、大田区、世田谷  の事業対慮に含めて実施）  
布市、国分寺市、  （3／49）  目黒区、大田区、世田谷  
府中市（8／49）  区、渋谷区、中野区、杉並  

区、豊島区、北区、荒川  
区、板橋区、は景区、足立  
区、葛飾区、江戸川区、八  
王子市、立川市、武蔵野  

13  東京都   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  ◎  市、三鷹市＼青柚市、府中  
市、昭島市、調布市、町田  
市、小金井市、小平市、日  
野市、烹村山市、国分寺  
市、毘土市、西東京市、福  清瀬市、東久留米市、武蔵  
生市、狛江市、東大和市、  村山市、多摩市、稲城市、  
清瀬市、東久留米市、武蔵  羽村市、あきる野市（43／8Z）   
村山市、多摩市、稲城市、  
羽村市、あきる野市（49／ヰ9）   

横浜市、川崎市、  横浜市、川  （0／15）  横浜市、川嶋市、 演賀  横浜市、川崎市、横須賀  横顔市、川崎市、相模原市  横顔市、川崎市、相模原  横浜市、川崎市、槙原市  
相模原市、藤沢市  市、相槙原市、平塚市、8市、相橿原市、平塚市、鵠  市、平塚市、鎌倉市、藤沢  
（4／19）   賀市、相機  倉市、藤沢市、小田原市、倉市、藤沢市、小田原市、  市、小田原市、茅ヶ崎市、  

原市（4／4）  茅ヶ崎市、逗子市、三浦茅ヶ崎市、逗子市、＃野  選手市、秦野市、厚木市、  
市、秦野市、厚木市、大和市、厚木市、大和市、伊勢  大和市、伊勢原市、海老名  

14  神奈川県   ◎   ◎   ◎   ◎  ◎  市、伊勢原市、海老名市、原市、海老名市、座間市、  市、座間市、南足柄市（町  
座間市、南足柄市、綾瀬市綾瀬市（17′19）  村在住者分は県の事業対  
（19／19）  象に含め実施）（30／33）   
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都    道府l■  
市 等  

自立支欄  給付金事業   就業・自立支捷事業  自立文雄給付金事業  

母子寮瓜  
母子寮虚及び霹  

母子白土  
母子自立支援プログラム  

事業   兼  
センター 事業  給付金事   馴鑓促進 責事業  フ 定罫書葉   婦自立促進計   等就業・ 自立支援       支援プロ  母子家庭 等日常生  ひとり統幕 腐生清文  母子手慮及び寡婦         策定等事業   
葉  タ一事業   

新潟市、長岡 ・市G市等在住  等在住者釧こは県の事業  

15  ・≠ 二   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  ◎   ◎   佐渡市、三条市、五泉市、  対射こ含め実施）（31／封）   

魚沼市、南魚沼市（11／ZO）   

（0／柑）  士   
、 

◎  
市、南アルブス市、北杜  

16  山梨県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  市、甲斐市、笛吹市、上野  
原市、甲州市、中央市  
（柑／13）  （13／13）  

松本市上田市岡谷市   

関  ヽ   諏訪市、須坂市、小i警市、  

東  の専業対象  伊那市、駒ヶ根市、中野  

ブ  に含め実  中野市、大町市、茅野市、  市、大町市、茅野市、塩尻  

口  ◎   ◎   ⑳   ◎   ◎  ◎   施）（1′1）   ヰ尻市、佐久市、千曲市、  市、佐久市、千曲市、安曇  

ツ  安正野市（16／19）   野市、池田町、飯1町、箕  

ク  絵町、南箕輪村、筑北村、  
南木曾町、木曽町（22／80）  

沼津市（3／23）   、＼         ■＼   
市、伊東市、島田市、暮士  は県の■真対象として実  
市、磐田市、焼鑓市、軌I】  施）（18乃丁）   

◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   
市、藤枝市、御殿場市、袋  

18  静岡県  井市、下田市、増野市、湖  
西市、伊豆市、御前崎市、  
菊川市、伊豆の凰市、牧之  
原市（23／23）   

市、尾張旭市、高浜市、  
倉市、豊明市、8進市、  
原市、愛西市、清須市、  

市、弥富市（30／35）   

1  
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都    道府県  市 等  

自立支捜  昂  自立支援給付金卒業  

母子家庭  母子自立l母子家庭  
母子自立支援プログラム  母子家庭等日常生活支援 ひとり釈家庭生活支援串  

事業   薫  

集   
母子寮底及び碁   琴就業・   自立支捷 教↑訓績 給付金享  

ゝ   9）   

プ  市、¢鹿市、亀山市、津  集対象に含め実施）  
市．松坂市、伊勢市、志摩  （Z9／Z9）  

日中 ツ部  ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  ◎  市、尾鷲市、熊野市、伊賀  

ク   市、名張市（13／14）   

（0／13）  大澤市（1／1）  （0／12）   （、市   
等の在住者分は県の事業  
対象に含め実施）（26／26）  

之5  滋賀県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  

京都周‖京都以外市   
（2／15）   、、 

市、t岡市、城喘市、向日  

◎   ◎   ○   ◎  
市、長岡京市、八幡市、京  

Z6  京都府  ◎   ◎  田辺市、京丹後市、南丹  
市、木津川市（15／15）  

■亡■   
、、 織布東大阪市  、 市、高槻  、 松原市、柏  、、、 大阪市、＃和田市、豊中  ．、 

、 

．  、  、、、  、 
市、泉大津市、艮  、、 
塚市，守口市、枚  、 

方市、茨木市、ハ  市、河内長野市、松原市、  
尾市．泉佐野市、  大更市、和泉市、箕面市、  
富田林市、寝足川  柏原市、羽曳野市、門夫  
市、河内長野市、  市、摂津市，高石市、藤井  （43ノヰ3）  

Z7  大阪府   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   寺市、泉闇市、四條畷市、  
i丘  

和泉市、箕面市、  交野市、大阪狭山市、阪闊  

蚊  柏原市、門真市．  市、島本町（34／3ヰ）   

プ  摂津市、高石市．  

ロ  藤井寺市、泉爾  
ツ  市、四偉騙市、交  

ク  野市、大阪狭山  
市、阪南市、島本  
町（83／34〉  

‾市姫路市（左己の   
加古川市、高砂市   、、、 尼崎市、明石市、洲本市、   
（ヰ／29）   市（西富市  芦屋市、伊丹市、相生乳量  芦屋市、伊丹市、相生市、  赤穂市、高砂市、川西市、  外の市等在住者分は県の  外の市等在住者分は県の  

在住者分は  同市、加古川市、たつの市、  1岡市、加古川市、たつの  三田市、篠山市、丹波市、  事業対象に含めて実施）  事業対象に含めて実施）  
県の事業対  赤穂市、西脇市、宝塚市、三  （39／41）  （39／41）  

28  兵庫県  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎   急に含めて  木市．高砂市．川西市．小野  
実施）（ヰ／4）  市、三田市、加西市、篠山  

市、養父市、丹波市、南あ  
わじ市，宍黒布、朝来市、淡  
路市，加東市くZ9／Z9）   

奈良席㌧河合下   河合町（1／39）  
t城市（3／13）   、 

、 

29  奈良県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  生駒市、香芝市、玉城市、  
宇陀市（†2／13）   宇陀市（12／13）   県の事業対象に含め実施）  

（13ハ3）   

山（山市以外   
市、律本市、紀の  市、有田市、御坊市、田辺  の市等在世着分は県の手  

30  和歌山県   ◎   ◎   ⑳   ◎   ◎   ◎   ◎   市、新宮市、紀の川市＼岩  業対象に含め実施）  
出市（9月）   出市（9／9〉   （30／30）   （30′30）   
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都道府県  市等  
自立支援    給付金事業   就業・自立支援事業  自立支援給付金事業  

母子寮慮  母子自立l母子芋底  

母子自立支援プログラム  
策定等事業   事業   葉  

支捷プロ等日常生 グラム策l活生活賃 定等事業捷事業   ひとり親家 腐生活支 捷事業  母子手並及び寡婦 自立促進計画  セン クー事業   

靂富市（1／4）  （0／4）   鳥取市、禽富市（Z／4）  鳥取市、米子市、倉吉市、  

3  1鳥取県   （⊃   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  境港市（4／4）   施）（4／4）   施）（19／19）   

松江市、隠岐の島  （0′21）  松江市、浜田市．出雲市．  松江市、浜田市、出雲市、  浜田市、安栗市、暴雨市  （県の事業対象に含め実  （県の事業対象に含め実  
町（2／之1）  益臼市、大田市、安来市、  施）（21／Zl）  

江津市、畢南市、東出井  

◎   ◎  ◎   ◎   ◎  
町、奥出壬町、飯南町、斐  

32  島根県  川町、川本町、美郷町、邑  
南町、漢和野町、富貴町、  
海士町、西ノ島町、知夫  
町、隠岐の島町（21／21）   

中  
岡山市、倉敷市  
（Z′1丁）   

国  
敷市在住者  総社市、瀬戸内市、美作市  総社市、備前市、瀬戸内  

プ  ◎   ◎   ◎   ◎   
ロ  

◎   ◎  
分は県の事  （6／17）   市、美作市、（7／15）   
集村象に含  （28／27）   

ツ  め実施）  

ク  
（2／2）   

広も市、福山市、  広も市、橿  く0乃0）  広島市、鳩山市、呉市、竹  広島市、福山市、呉市、竹  広島市、福山市、三原市、  広島市、三原市、府中市、  広島市、呉市（友紀及び繕  
典市（3′22）  山市（2′2）   原市、三原市、尾道市、府  

中市、三次市、庄原市、大  は県の事業対象に含め実  
34  広島県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  ⑳  

竹市．東広島市、廿日市  施）（22／23）  

市、江田島市、海田町、熊  
野町、坂町、安芸太田町、  
北広丘町、大嶋上島町、世  
羅町、神石高原町（之1／22）  

下関ホ（1′柑）  下関市（1／り  （8′12）  下関冊、宇部市、山口市、  
敷布，防府市、下松市．岩  

35  山口県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  可市、光市、長門市、柳井  め実施）（1さ′20）   

市、異称市、用悶市、山陽  
小野田市（13／13）   小野田市（13′13）   

（○／8）  （0／8）  徳丸市、囁門市、小松■  

市．河南市、吉野川市、阿  施）（24／Z4）  

36  徳島県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎．   ◎  ◎  波市、美馬市、三好市（8／8）   

さぬき布く1／8）  高松市（l／1）  （0／】）  高松市、丸1市、坂出市、  
書通寺市、観音寺市、さぬ  

3丁  香川県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  き市、支かがわ市、三豊市  
四  め実施）（16／17）   

屈  
（8／8）   （8／8）   

プ  
t  

松山市、宇和島  
ロ  市、八幡浜市、大  市、八幡浜市、新居浜市、  

ツ ク  ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  
洲市、四臨中央  西条市、大洲市、伊予市、  
市、真温市（6／11）   四国中央市、西予市、東温  

市（11／11）   （10／11）   市（11／＝）   

（0／11）   高知市（1′1）  （0／1の  高知市、妻戸市、安芸市、  高知市（†／34）   （0′34）   

南瓜市、土佐市、譲噸市、  
39  高知県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  宿毛市、土佐清水市、四万  

十市、香南市、香≠市  
（11′1り   （11／11）   

福同市、北九州  福岡市、北  筑紫野市  福岡市、北九州市、久留米  福岡市、北九州市、久留米  揮同市、北九州市、久留米  福岡市、北九州市、飯塚  福岡市（1／6郎  
市．宗像市（3／28）  九州市、久  

腎米市（3／3）   市、‡糾Il市、八女市、筑後  
九  市、大川市、行嬬市、中間  
州  市、小都市、筑紫野市、書  賀市、うきは市、操業町、  
ブ ロ  ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  日市、大野城市、宗像市、  志免町、志摩町、芦屋町、  

太宰府市、前原市、古賀  ツ  水巻町、岡垣町、遠賀町、  
市、楕譲市、うきは市、官  

ク   】l唱町、那珂川町（22／68）   
著市、嘉麻布、朝倉市  
（   麻市、朝靂市、みやま市  

（   

】  
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都道府県  市 等  
自立支援掛寸金事業  自立支援給付金事蔓  

母子零庭  母子自立  
母子自立支援プログラム  母子家庭等日常生活支捷  ひとり観音腐生活支援享  

事業  業  
センター 事業     定尊書集   母子考慮及び事   等就業・   重責削…彗霊 葉    支援プロ  母子手盛 等日常生  ひとり親零  母子零庭及び寡婦                         母子平底等  一般市等就  自立支援教書訓蘭 給付金事業  高等技能訓は促進書事業     婦自立促進計 函  自立支捜      グラム策   着生活支 捷事業  血生活支 援事義  自立促進雷十面  紋稟・自立 支揮セン タ 

一事業   

佐貫市（1／10）  佐市伊万里市畑野市   （県の事業対象に含め実   （県の事業対象l‾含め実   佐耳市 （1／10）  佐賀市、層津市、鳥楢市、 多久市、伊万里市、武雄  施）（20／20）  

41  佐賀県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  市、鹿島市、小城市、姥野  
市、神埼市（10／10）   

保原   
42  ＝⊥「＝   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  ◎   市、五島市、西海市、壬仙  

市、南島席市（13／13）   

士   
荒尾市、水俣市、玉名市、  

43  熊本県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  ◎   山鹿市、宇土市、手械市、  
阿蘇市、合志市、天草市  市、合志市、天草市（‖／47）  

（12／14）   市、合志市、天草市（14／14）   

九  ノ   大分市（大ノゝ市在住者も含   

州  （2／＝）   と共同実  日田市、佐伯市、臼杵市、  め県の事業対象に含め実  
施）（1／1）   1後高田市、宇佐市、1撞  柁）（18／18）   

プ 日  ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  大野市、由布市、国東市  

ツ  （11／14）   

ウ  

（0／9）   言q市（1／1）  （0／8）  宮嶋市（宮嶋市以外の市  市   
等在住者分は県の事暮対  専）在住者分は県の事業  

45  宮崎県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  象に含めて実施）（g／9）  対象に含めて実施）（28／28）  

耽   
（2／20）   （1／1）   市、阿久損市、出水市、伊  

佐市、指宿市、薩軋Il内  
市、日量市、曽於市、霜鳥  （45／45）  

46  鹿児島県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  市、志布志市、いちき串木  
野市、雨さつま市、奄美  
市、南九州市、長島町  
（17／20）   （17／20）   

那覇市、且野湾  等在者  （一部 市等在住者分は  
市、浦添市（3／11）  市、宮古島市、石垣市、濡  県の事業対象に含め実施）  

47  沖縄県   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎  頴市、名護市、糸満市、沖  （29／41）   （29／4り   

蟻市、1見城市、雨域市  
（11／11）   

継続して実  
施（◎）   45   4丁   46   45   41   30   23   実施状況（平成21年10月1日）  

平成21年度中  

林道府県 合t十                         に実権又は実 施に書手（○）   

0   D   2   0   

189／833  59／59  20／774   749／833  672／833  443／833  1028／1796  793／1796  
％）  （899％）  （807％）  （532％）  （5729も）  （442％）  

実施予定な  
し   0   4   17   23   

⊥
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＜♯遭府■を含む実施状況＞   
実施扶況（平成21年10月1日）   

就業・自立支援事業  自立支援給付金事業  

母子手塩及び寡婦  母子自立支援プログラム  母子憂慮等日計生活支援  ひとり親家庭生活支援事  
事業   美   般市筆談  自立支援教1灘i濾 給付金事業  ■ ・．一  ‾：∴∴ ■  自立促進計画  紋稟・自立 支援セン タ 

一事業   

235／880  106／106  20／774   795／879   718／880   486／880   1028／1796   793／1796   

（26．7％）  （100％）  （2．6％）   （90．4％）   （81．6％）   （55．2％）   （57．29も）   （44．2％）  



資料23  

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護  

に関する法律の概要（チャート）  

情報提供努力義務   

保護命令の申立て  

被害者の配偶者からの身体に対する暴  

力・生命等に対する脅迫  

国 民  

（医師等）  
1
ト
ー
ノ
 
 
 

談
助
護
 
 
 

相
援
保
 
 

「
…
．
．
一
－
．
．
．
し
」
 
 

発見した者による通報の  

努力義務  
②医師等は通報することが  

できる（被害者の意思を尊重  

するよう努る）  
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＊配偶者暴力相害炎支援センター警察   

への相談等がない場合、公証人面  
前宣誓供述書を添付  

警察  

○暴力の制止  

○被害者の保護  

○被害発生防止  

のために必要  

な措置・援助  

配偶者暴力相談支援  

センター  

○相談又は相談機関の  

紹介  

地裁の請求に基づく書  

面提出等  地
方
裁
判
所
 
 

保護命令発令の通知   

地裁の請求に基づく  

書面提出等  

0カウンセリング  

○一時保護  

0自立支援、  

利用、シェルターの利用  

についての情報提供、  

助言、関係機関との連  

絡調整、その他の援助  

保齢令発令の通知  

＊配偶者暴力相談支援センターへの通知は、センター   

ヘの相談等があった場合のみ  

′
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l
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1
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保
護
（
施
設
入
所
）
 
 
 

婦
人
保
護
施
設
 
 
 

保護命令  

○被害者への接近禁止命令  

○電話等禁止命令  

○子への接近禁止命令  

○親族等への接近禁止命令  

○退去命令（2ケ月）  

（6ケ月）  

福祉事務所  

○自立支援等  

（母子生活支援施設への入  

所、保育所への入所、生活保  

護の対応、児童扶養手当の認  

定等）  
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民間団体  

○自立支援等  

相手方  

申立人の配偶者・元配偶者   

（事実婚を含む）  

保護命令違反に対する罰則  

01年以下の懲役または100万円以下の罰金  
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 「STOP THE 暴力」（内閣府男女共同参画局）より  
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資料25  

平成20年度婦人保護事業実施状況鮒の概要  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局 家庭福祉課   

婦人保護事業実施状況報告は、全国の婦人相談所、婦人相談員、婦人保護施設の  

状況を、各都道府県の婦人保護事業担当部局に調査し、雇用均等・児童家庭局家庭  

福祉課が行政資料として把握したものである。  

（以下は、平成20年4月1日～平成21年3月31日の状況である。）  

1も 

;r 

′ 

竃－ 

j，r 
l  

新 

奄斗‥ 

か 
せ 

鮮 

智頚髄1 

頚瀾                                                                                〔   

1 婦人相談所の業務  

婦人相談所は、売春防止法第34条に基づき、各都道府県に設置されており、要保護女   

子に関する各般の問題について相談を行い、必要な調査や医学的、心理学的、職能的判定と   

これらに附随した指導を行い、一時保護を行うことを主たる業務としている。  

また、平成14年4月からは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以   

下「DV法」という。）第3条により配偶者暴力相談支援センターとしての役割を果たすこ   

ととなった。  

さらに、平成16年12月からは、人身取引対策行動計画に基づき、人身取引被害者への   

支援を行っている。   

（1）相談別状況  

婦人相談所において受け付けた相談実人員は、来所相談、電話相談等を合わせて   

137，439人（暴力被害男性を含む）であった。  

総  数   
来 所 に よ る 相 談  電話相談   

種別  
巡回相談、出  その他  

服談による  夜間相談  
（手紙等）  

示による   

（100％）   （13．0％）   
実 人 員  17．815  2．854   1．072   

（0．3％）   （86．0％）   
477   24，907   

（0．了％）  
988   

（100％）   （33．9％）   
延人 員  78．111  12．274   

（0．4％）   
4，503  

（63．9％）   
911   

く18％）  

30．486  4， 

（2）来所による相談実人員の主訴別内訳  

（1）の来所による相談のうち、夫等の暴力を主訴とする実人員は9，364人であり、実   
人員総数の52．7％にあたる。  

総数   夫等の 暴力  警豊閏   し 帰住先な 、 居  親閲の  子どもの 問題  医療関係  経済関係  尭書芸裂  
住問題  など   

●（100％）   （52．7％）  （12．5％）  （8．4％）   （4．9％）   （4．4％）   （3．4％）   （2．4％）   
608   

（0．5％）  （10．8％）   
421   90   1，923   

※暴力被害男性（34人）は含まない。  

－152－  



（3）一時保護の状況  

一時保護は、売春防止法に基づき、要保護女子の婦人保護施設への収容保護又は関係諸機   

関への移送等の措置が採られるまでの間行うほか、短期間の更生指導を必要とする場合等に   

行われる。  

またDV法により、配偶者からの暴力被害者及びその同伴する家族の一時保護を行うこと   

とされ、母子生活支援施設、民間シェルター等一定の基準を満たす者には一時保護の委託が   

可能となっている。  

さらに、人身取引対策行動計画に基づき、被害者の一時保護（委託を含む）を行っている。  

実  人  員  うち一時保護委託分  延 べ 人 員  時保護委託分   

要保護女子等   6，613   1，767   96．108   6，475   

同伴する家族   5．532  2，149   80，889   9．728   

（4）在所者の一時保護時の主訴別内訳  

総数   暴力   し 
、 住居問題   など   夫等の   帰任先な    親閲の  子どもの 間遠  ≡…賀■雲   医療関係  経済関係  警窪謂  その他   

（100％）   （70．6％）  （14．3％）   （4．4％）   （3．0％）   （1．3％）   （0．8％）   （0．8％）   （0．7％）   （4．1％）   
6．613   4，666   947   291   198   83   56   54   45   273   

※在所者とは、前年度末在所者と平成20年度に新規に入所した看で、当該年度中1日でも在所した者をいう。  

（5）一時保護後の状況  

総 数  自 立  帰 宅  帰 郷   福祉  婦人保   友人宅・   民間団体  病 院  その他   
事務所  護施設   知人宅  

（100％）  （18．6％）  （18．1％）  （け2％）  （15．5％）  （12，0％）  （4．8％）  （3．8％）  （2．3％）  （7．8％）   
6，343  1．177   1，145   1．089   985   764   304   238   144   497   

2 婦人相談員の業務  

婦人相談員は、売春防止法第35条に基づき、社会的信望があり、熱意と識見を持って  

いる者のうちから、都道府県知事又は市長から委嘱され、要保護女子の発見、相談、指導  

等を行うこととされている。  

また、DV法第4条により、配偶者からの暴力被害者の相談、必要な指導を行うことと  

された。  

平成21年4月1日現在、47都道府県444名（うち婦人相談所223名）、266  
市区598名、合計1，042名の婦人相談員が全国に配置されている。   

（1）相談別状況  

電話相談   

総  数  巡回相談、出  その他  
種別  （手紙等）  

網談による  夜間相談  
示による   

（100％）   （51．8％）   （2．6％）   （45．1％）   （0．5％）  
実 人 員  61，847  3，856   3，124  3．049   1．243  641   

（100％）   （58，4％）   （3．3％）   （37．6％）   （0．7％）  
延人 員  149．208  9．225   8，857  8．515   1．939  1．672   

※婦人相談所以外の福祉事務所等に配置される婦人相談員が受け付けた相談。  

－153－   



（2）来所による相談実人員の主訴別内訳  

（1）の来所による相談のうち、夫等の暴力を主訴とする実人員は15，515人であり、   

実人員総数の25．1％にあたる。  
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総数   夫等の 暴力  警窪謂  経済関係  医療関係   し 
、 住居問題   
帰任先な    子どもの 問題  親閲の  玩≡三．≒・主・  

など   

（100％）   （25．1％）  （19．9％）  （16．8％）   （9．2％）   （8．4％）   （6．2％）   （3．7％）   （0．1％）  （10．7％）   
61，813   15，515   12．301   10．375   5．659   5．184   3，856   2，263   70   6．590  

㍉
 
 

※暴力被害男性（34人）は含まない。   

3 婦人保護施設の業務  

婦人保護施設は、要保護女子を収容保護する施設で、都道府県、市町村又は社会福祉法  

人が設置することができる。（売春防止法第36条）平成21年4．月1日現在40都道府  

県に50か所設置されている。  

また、DV法第5条により、配偶者からの暴力被害者の保護を行うことができることと  

なった。   

（1）入退所状況  
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前年度末在所者  恵葉栗葉書  蓋該震度喜   
羞該震度書  羞驚墓質蛋   

要保護女子等  511   823   817   517   190．810   

同伴する家族  63   466   488   41   17．823  

うち同伴児   63   460   482   41   17．732   
・
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（2）在所者の入所時における主訴別内訳  

在所者の主訴別入所の内訳をみると、在所者総数のうち、「夫等の暴力」を主訴とする者   

が39．1％にのぼり、次いで「帰任先なし・住居間題」を主訴とする者が29．1％にの   

ぼる。  

夫等の  
総数  暴力   し  問題   売春強要  

住居間題   など   
医療関係  親閲の  子どもの   人身取引    経済問題  襲駅莞  その他   

（100％）   （39．1％）  （29．1％）  （12．4％）   （6．1％）   （3，2％）   （2．8％）   （2，2％）   
1，334   522   388   165   82   

（1．3％）   （3．8％）  
43   29   51   

※在所者とは、前年度末在所者と平成20年度に新規に入所した看で、当該年度中1日でも在所した者をいう。  

r
一
．
1
．
一
－
．
．
i
一
 
L
．
ゝ
了
心
－
－
 
 
 

一154－  

すて‾  



資料26  

DV被害者等の相談・保護等の状況について  

婦人相談所及び婦人相談員による相談   

○ 婦人相談所及び婦人相談員における夫等の暴力の相談件数は年々増加。  

（人数）  

30，000  

25，000  

20，000  

15，000  

10，000  

5．000  

0  

夫等の暴力の相談件数及び相談全体に占める割合（来所相談）  

H13年度H14年度H15年度H16年度H17年度目18年度H19年度H20年度  
（厚生労働省家庭福祉課調べ）  

○ 婦人相談所によリー時保護された女性及び同伴家族の数をみると、平成13年度   
から平成16年度にかけて増加し、その後は微増減の傾向。  

○ 主訴別内訳をみると、「夫等の暴力」を入所理由とするものの割合が6割～7割。  

○ 平均一時保護日数は14．5日（平成20年度）  

□諾賃誓諜諾蓋由とする者） ［コ同伴家族  
（件数，  

H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度  
注1）夫等の暴力を入所理由とする者の割合。  

－155－   



DV被害者の一時保護委託の状況  

○ 平成14年度に一時保護委託制度を創設。  

○ 委託契約施設数は年々増加し、平成21年4月1日現在で261施設。  

○ 平成20年度における一時保護委託人数は、DVケース以外を含めて、3，916人。   

（女性本人1，767人、同伴家族2，149人）である。  

O DVケース以外を含めて、女性本人の平均在所日数15．0日となっている。  

DV法第3条第4項に基づく一時保護の委託契約施設数（平成21年4月1日現在）  

施設  母子生活  民間団体   児童福祉 施設  

区分  支援施設  
（注1）   

施設  祉施設  者施設  者施設   

か所  
数   99   86   25   20   4   9   9   6   3   261   
（注  

2）   
（96）   （90）  （25）  （20）   （4）   （8）   く9）   （6）   （3）  （261）   

（注1）母子生活支援施設を除く。（注2）（）内は、平成20年4月1日現在  
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資料27  

厚生労働省における人身取引被害者への対応  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局（平成21年11月30日現在）  

1 婦人相談所等における保護の状況  

○ 保護した被害者はすべて女性で合計270人。うち264人は婦人相言炎所が担当。  

その他の6人は児童相談所が担当（平成17年度5人・18年度1人）。  
○ フィリピン人・インドネシア人■タイ人の合計で全体の87％。  
○ 保護に至る相談経路の95％は警察もしくは入国管理局。  
018歳未満は計15人。最年少は15歳。平均年齢24．7歳。  

9年度別保護実績（合計2了0人）  

平成13年度  

平成14年度  

平成15年度  

平成16年度  

平成17年度  

平成18年度  

平成19年度  

平成20年度  

1人（タイ1人）   

2人（タイ2人）   

6人（タイ3人・フィリピン人3人）  

24人（タイ15人・台湾4人・インドネシア3人・韓国1人■コロンビア1人）  

117人（フィリピン64人・インドネシア40人・台湾6人・タイ4人■中国2人・韓国1人）  

36人（インドネシア17人・フィリピン12人・タイ4人・台湾2人・韓国1人）  

36人（フィリヒ○ン19人t韓国5人・タイ5人・インドネシア4人・ルーマニア1人・台湾2人）  

39人（タイ人22人・フィリピン11人・台湾3人・中国2人・ハ○ンゲラデシュ1人）   

平成21年度 9人（タイ人4人・フィリヒ0ン2人・中国2人・台湾1人）  

0都道府県別保護実績（合計270人工   
愛知県 54人 長野県 33人 千葉県 30人 東京都 ＊＊28人 栃木県 24人  
秋田県18人 島根県14人 岐阜県12人 広島県  
群馬県 9人 神奈川県8人 大阪府 7人 福岡県  

＊9人 鳥取県 9人  
6人 茨城県 5人   

兵庫県 4人 徳島県 3人 熊本県 2人   
新潟県t静岡県・大分県・鹿児島県・沖縄県 各1人  
＊6人が島根県より移管のため合計には算入せず   

＊＊3人が群馬県より移管、1人が長野県からの保護依頼のため合計に算入せず  ○傭人）  
平成1了年4月1日～平成21年11月30日までに91人の一時保護委託を実施  
内訳 婦人保護施設＊35人t母子生活支援施設32人・民間シェルター24人  
児童自立援助ホーム1人  

＊うち1人は2回目の委託のため合計には算入せず  卿0日  
2 被害者に対する支援  

○ 相談や支援における適切な母語通訳の確保  

○ 母国の文化を尊重した日常生活場面での支援  

○ 医師の診察や医療費の補助等による健康支援  
○ 必要に応じて弁護士等による法的対応支援  

○ 心理療法担当職員によるカウンセリング等の心理的ケア  

※ 被害者の立場に立ち、適切に保護を行うには、警察、入国管理局、大使館  
IOM（国際移住機関）等の関係機関との緊密な連携が欠かせない。  
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2 人身取引の撲滅  
（1）取締りの徹底   

○ 人身取引事犯の取締りの徹底   

○ 売春事犯等の取締りの徹底   

○ 児童の性的搾取に対する厳正な対応   
○ 悪葉な雇用主．ブローカー等の取締りの徹底（※）  
（2）国境を越えた犯罪の取締り   

○ 外国関係機関との連携強化   

○ 国際捜査共助の充実化  

（1）潜在的被害者の入国防止   

○ 出入国管理の強化   

○偽変造文書対策の強化  
（2）在留管理の徹底を通じた人身取引の防止   

○厳格な在留管理による偽装滞在■不法滞在を伴う人身取引事犯  

の防止  

○ 不法就労対賃を遺じた人身取引の防止（※）  

3 人身取引被害者の保護  
（1）被害者の認知   

○ 潜在的♯書書に対する繊書書偏鵡薦鸞の周知   
○ 取締り過程における♯書書の発見（※）  

（2）被害者保護の徹底   

○被害者としての立場への配慮   

○ 被害者の法的地位の安定  
（3）シェルターの提供と支援   

○婦人相談所における母国語による通訳サービス   

○ せ害者に対する法的繊l削こ関する周知等  
（4）被害者保護施策の更なる充実   

○ 中1期的な億ヰ祐乗に関する検討電   
○ 男性せ書者の債議糖鷺に関する検討  
（5）帰国支援の推進   

○被害者の帰国に際しての安全確認の実施  

4人身取引対策の総合的・包括的推進のための基盤整備  
（1）国際的取紬への参画   

○ 人身取引議定書の締結  
（2）国民等の理解と協力の確保   

○ 人身取引に関連する行為を規制する法令の遵守の促進等   

○ 性的搾取の需要側への啓発  

（3）人身取引対策の推進体制の強化   

○ 関係行政機関職鼻の知識・意識の向上   

○ 阻係行政機関の連携強化・情報交換の欄媚   

○ 外国人施策の推進・検討のための枠組みとの連携  臓
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注＝太字は、新規に講ずる施策。※については、現行計画にも盛り込まれているが、内容の見直しを行ったもの。  
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